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宮城県（みやぎスマエネ倶楽部）クレジット売却要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、宮城県（以下「県」という。）が運営・管理する「みやぎスマエネ倶

楽部」が、Ｊ－クレジット制度に基づき認証を受け、取得したクレジット（以下「クレジ

ット」という。）の購入を希望する者（以下「購入希望者」という。）に売却するに当たり

必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）Ｊ－クレジット制度 

「国内における地球温暖化対策のための排出削減・吸収量認証制度実施要綱」（平成

２５年４月１７日付け経済産業省、環境省、農林水産省策定）及びこれに付随する諸規

定等（Ｊ－クレジット制度認証委員会が制定するものを含む。）に基づき、省エネルギ

ー機器の導入や森林経営などの取組みによる、二酸化炭素などの温室効果ガスの排出

削減量や吸収量を国が認証する制度をいう。 

（２）クレジット 

Ｊ－クレジット制度の認証基準に従い、Ｊ－クレジット制度認証委員会により、認

証・発行された二酸化炭素の削減量及び吸収量をいう。 

（３）Ｊ－クレジット登録簿 

Ｊ－クレジット制度に基づき発行されるクレジットを管理し、その取得、移転及び無

効化について、電子的に記録したものをいう。 

（４）保有口座 

Ｊ－クレジット登録簿において、クレジットを取得しようとする者の申請に基づき

開設される、クレジットを保有するための口座をいう。 

（５）移転 

Ｊ－クレジット登録簿上でクレジットの保有者を変更することをいう。 

（６）無効化 

   オフセットで使用したクレジットが再販売又は再使用されることを防ぐために、Ｊ

－クレジット登録簿の操作により無効にすることをいう。 

 

（購入希望者の区分等） 

第３条 購入希望者は、次の販売区分に応じ、それぞれ定める要件を満たす者とする。 

（１）県内事業所向け先着販売 

イ 県内に事業所等を有する事業者又は団体等であること 
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ロ 他者への転売をしないこと 

ハ クレジットを県が購入希望者へ移転した日から１年を経過した日以降における二酸化

炭素排出量のオフセットをしないこと 

ニ 購入したクレジットは、県内分として算定される二酸化炭素のオフセット以外に使用

しないこと 

ホ クレジット購入申込みを行う日に属する年度内において、本要領に基づいて販売され

たクレジットを購入していないこと 

（２）県内本社・本店等向け通常販売 

  県内に本社、本店又は主たる事務所を有する事業者又は団体等であること 

（３）通常販売  

国内に事業所を有する事業者又は団体等であること 

２ 前項の規定にかかわらず、購入希望者の募集は、次の各号に掲げる者を対象外とする。 

（１）法令又は公序良俗に反する者 

（２）暴力団又は暴力団の統制下にある者 

（３）クレジットを購入した場合において、社名等及び購入数量を県ホームページで公表す 

ることに同意しない者 

（４）その他クレジットの売却先として適切でないと認められる者 

 

 （購入希望者の募集） 

第４条 購入希望者の募集は、前条第１項各号の区分毎にクレジットの売却予定数量及び

売却上限数量を県ホームページ等に公表することにより行うものとする。 

２ 前条第１項に定める販売の募集期間は、あらかじめ県ホームページ等に公開する。 

３ 前条第１項第１号に定める販売の募集を行う場合、売却上限数量は、１００万円を売却

単価（消費税を含む）で除して得た t-CO2（小数点以下切捨て）とする。 

 

 （売却予定数量、売却上限数量、売却単価及び最低売却単価） 

第５条 クレジットの売却予定数量、売却上限数量、売却単価及び最低売却単価は、募集の

都度、県が定めて公表する。 

２ クレジットの売却予定数量、売却上限数量、売却単価及び最低売却単価を変更する場合

においては、あらかじめ県ホームページ等で公表したうえで変更するものとする。 

 

 （購入の申込み） 

第６条 購入希望者は、第３条第１項に規定する販売区分毎の募集期間内に、クレジット購

入申込書（様式第１号）にクレジットの購入希望数量等の必要事項を記入の上、県が定め

る方法により、県に提出するものとする。なお、クレジット購入申込書に記載された購入

希望数量が売却上限数量を超過している場合は、当該超過分の申し込みは無効とする。 
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２ 県は、第１項の提出があった場合で必要と認めるときは、購入希望者に対し、資料の提

出を求めることができる。 

 

（購入予定者の決定） 

第７条 県は、第３条第１項第１号に規定する販売区分に係る申込みがあった場合は、当該

申込みの内容を審査の上、前条に定めるクレジット購入申込書を県が受理した順に、購入

希望数量が売却予定数量を上回らない範囲で、購入予定者を決定する。 

２ 県は、第３条第１項第２号及び第３号に規定する販売区分に係る申込みがあった場合

は、当該申込みの内容を審査の上、最低売却単価以上の購入希望単価を提示した者のうち

購入希望単価の高い順に、購入希望数量の合計が売却予定数量を上回らない範囲で、購入

希望者を決定する。なお、同一の購入希望単価を提示した者が複数いる場合は、購入希望

数量が多い者を上位とする。 

３ 前項の規定により購入者を決定した場合において、売却可能な数量が購入希望数量に

満たない者は、当該売却可能な数量を購入できるものとする。 

４ 県は、売却の適否について、購入希望者に書面により通知する。 

 

 （契約の締結） 

第８条 県は、前条の規定により決定した購入予定者と契約を締結し、契約書を作成する。 

 

 （代金の納付） 

第９条 購入予定者は、クレジットの売買代金を、県が指定する期日までに、県が発行する

納入通知書により納入するものとする。 

 

（クレジットの移転） 

第１０条 県は、購入予定者からの売買代金の納入を確認した後、Ｊ－クレジット登録簿の

操作により県の保有口座から購入予定者が指定する保有口座へ、クレジットの移転手続

を行うものとする。 

２ 購入予定者が口座を保有しない場合又は口座を指定していない場合は、県が代理でク

レジットの無効化を行うことができる。 

 

 （協議） 

第１１条 この要領に定めのない事項について疑義が生じた場合は、県と購入希望者又は

購入予定者双方が誠意を持って協議し、解決を図るものとする。 

 

 （その他） 

第１２条 この要領は、クレジットに係る社会情勢等を鑑みて、予告なく変更する場合があ
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る。 

 

第１３条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、県が別に定める。 

 

 

  附 則 

この要領は、令和２年５月２５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年８月２７日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和５年１月１８日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和６年５月１３日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和７年１月７日から施行する。 


